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ら，所得税の見直しが行われた1)。その背景について，平成 29 年 11 月に
行われた税制調査会の中間報告で以下のように述べられている。











1) 財務省 (2018)，p. 82




















































3) この傾向を表す統計に経済産業省 (2004)，p. 4がある。
4) Employment Rights Act 1996 Section 230(1)
5) 雇用契約とは，明示または黙示を問わず，また明示であれば口頭によるか書
面によるかを問わないサービス契約または見習い契約のことをいう。
(Employment Rights Act 1996 Section 230(2))
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出所：BEIS, EMPLOYMENT STATUS CONSULTATION 8)

































7) イギリスでは，雇用権利法で worker の範囲を定めた項の(b)に規定された
worker，という意味で Limb(b)workerという表記が正式であるようである。
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このような状況を受けて，イギリスのメイ首相は 2016年 10 月に，シン




9) 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 (2018a)
10) この裁判については，独立行政法人 労働政策研究・研修機構 (2016) を参
考にした。
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は世界 65ヶ国と 600 以上の都市でサービスを提供しておりサービス利用者
は 7,500万人，登録ドライバーは 300万人にものぼるという。
クタンク Royal Society of Arts (RSA) のMatthew Taylor所長にデジタルプラ
ットフォームの登場などで広がりつつある新しい働き方に対する調査を依





Taylor Review を受け，BEIS (Department of Business, Energy and Industrial
















その後，BEISは提出された意見を踏まえ 2018年 12 月に PolicyPaperで












(Chartered Institute of Personnel and Development) の調査では，英国でギグ･エコ
ノミーに携わる人口は約 130万人（労働者全体の 4％）で，このうち 58％は
フルタイムの被用者が副業で行っていると推定している。また，調査時点
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出所：HMRC “Rates and thresholds for employers: 2019 to 2020”25)



















Majesty’s Revenue and Customs，以下 HMRC）のウェブサイトでは質問に答える













出所：EMPLOYMENT STATUS CONSULTATION 20)








得につき自分で申告書 (Self Assesment tax return) を提出する必要があり，そ
れに基づき所得税と NICsを支払う。
被用者の所得税の源泉徴収税率は以下の（表 3）および（表 4）のよう
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現在，労働者は雇用権利法では employee，worker (dependent contractor)，
























担や PAYE による源泉徴収は行われず，PSC から本人に支払う給与を
NICsの閾値以下に抑え，残りを NICsの課税対象外である配当で受け取る
ことにより NICsの負担を逃れることができる29)。
これを制限するために，2000 年 4月より施行されたのが The off-payroll
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この改革のあった 2017年 4月から 2018年 2 月までの 10ヶ月の間で，所
得税および NICs を支払った個人は約 58,000 名増加し，増収額は 4 億
1,000万ポンドとなると推計され，一定の効果があったとされている。
また，HMRCは，Private Sectorについて IR35を遵守していない割合が
高く，それにより失う税収は 2017/18年で 7億ポンド，2022/23 年になる
と 12億ポンドになると予想32)し，それに対応するために 2018年の予算で
2020 年 4月より Private Sectorにも適用するということを決めた。HMRC
はそのために行った consultation33)で聴取した意見を受け，Private Sectorの
うちイギリスの会社法34)上，小規模会社に分類される法人（年間売上高

































32) HMRC (2018) p. 5より抜粋した。
33) HMRC (2018)
34) The Companies ACT 2006 Section 382
35) HMRC (2019b) より抜粋した。
36) 総務省統計局 (2018)
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52) 堀 (2017) p. 166によると，社会保険の被保険者となる被用者について大部
分は労働基準法の労働者であると述べられている。
53) 労働基準法第 9条
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分は労働基準法の労働者であると述べられている。
53) 労働基準法第 9条
54) 菅野 (2017) p. 176 を参考とした。
料，賃金，歳費および賞与並びにこれらの性質を有する給与（以下この条













労働法では 1985年 12 月の労働基準法研究会報告56)，税法では消費税基本
通達 1-1-1（個人事業者と給与所得者の区分）および所得税個別通達 課個








































58) 具体的なケースについては藤田 (2019) を参照されたい。
料，賃金，歳費および賞与並びにこれらの性質を有する給与（以下この条
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58) 具体的なケースについては藤田 (2019) を参照されたい。
等の保護の対象となる「被用者」にはあたらないがそれに類似する働き方
の者については特別な保護を検討する必要があるという観点から，2017









































上の被用者は雇用権利法上の employeeまたは dependent contractorとする
ことを提案していた。それに習って，「雇用的自営」の者の売上について
は給与所得とみなして計算することも一案である。





60) 同上 pp. 40-45より抜粋した。
61) 2019 年 5月現在においても継続中である。
62) 日本経済新聞電子版 2019 年 4月 15日
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財務省 (2018)「平成 30 年度 改正税法のすべて」大蔵財務協会




























は」Yahoo!ニュース特集 < https://news.yahoo.co.jp/feature/1295 >
堀勝洋 (2017)「年金保険法（第 4版）」法律文化社
山田久 (2015)「税制調査会（2015年 9 月 3 日）資料 働き方の変化と税制・社
会保障制度への含意」
労働基準法研究会報告 (1985)「労働基準法の「労働者」の判断基準について」








BEIS (2018c) “Good Work Plan”
< https://www.gov.uk/government/publications/good-work-plan/good-work-plan >
HMRC, “National Insurance rates and categories”
< https://www.gov.uk/national-insurance-rates-letters/category-letters >




HMRC (2019a) “Rates and thresholds for employers: 2019 to 2020”
< https://www.gov.uk/guidance/rates-and-thresholds-for-employers-2019-to-2020 >
HMRC (2019b) “Off-Payroll working rules from April 2020”
< https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attac
hment_data/file/783409/Off-payroll_working_rules_from_April_2020.pdf >
The Taylor Review of Modern Working Practices (2017) “Good Work”
< https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attac
hment_data/file/627671/good-work-taylor-review-modern-working-practices-rg.pdf >
Trevor Johnson (2017) “Beyond the Taylor Report-Why Change Won’t Happen”
Tax Notes International, July 31.



























は」Yahoo!ニュース特集 < https://news.yahoo.co.jp/feature/1295 >
堀勝洋 (2017)「年金保険法（第 4版）」法律文化社
山田久 (2015)「税制調査会（2015年 9 月 3 日）資料 働き方の変化と税制・社
会保障制度への含意」
労働基準法研究会報告 (1985)「労働基準法の「労働者」の判断基準について」








BEIS (2018c) “Good Work Plan”
< https://www.gov.uk/government/publications/good-work-plan/good-work-plan >
HMRC, “National Insurance rates and categories”
< https://www.gov.uk/national-insurance-rates-letters/category-letters >




HMRC (2019a) “Rates and thresholds for employers: 2019 to 2020”
< https://www.gov.uk/guidance/rates-and-thresholds-for-employers-2019-to-2020 >
HMRC (2019b) “Off-Payroll working rules from April 2020”
< https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attac
hment_data/file/783409/Off-payroll_working_rules_from_April_2020.pdf >
The Taylor Review of Modern Working Practices (2017) “Good Work”
< https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attac
hment_data/file/627671/good-work-taylor-review-modern-working-practices-rg.pdf >
Trevor Johnson (2017) “Beyond the Taylor Report-Why Change Won’t Happen”
Tax Notes International, July 31.
成城・経済研究 第 225 号（2019 年 7月）
─ 60 ─
変化する労働環境における労働者保護と税制の対応
─ 61 ─
